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１．地域年金展開事業の概要（1/３）

２

地域代表年金事務所
・本部との連携、連絡調整
・年金事務所への助言、取組状況の把握、報告

本部 広報室

・各事業部で策定した広報計画
を取りまとめ、全体の広報実施
計画を策定、進捗管理

相談・サービス推進部 情報提供推進Ｇ

・各事業部及び広報室との連携・共有、情報の確認
・関係機関との連携・共有、効果的な情報提供
・地域代表年金事務所との連携、連絡調整の依頼
・年金事務所への情報の提供、取組の指示発信
・年金委員への情報の提供、活動の協力依頼

本部 各事業部

・各事業部において、年度の取
組計画及び広報計画の策定、実
施

連
携

連携・
共有

連携・
共有

年金事務所
・地域年金展開事業の実施
・年金委員、地域年金推進員への研修、情報提供、活動の要請

学生

取組：①③⑥⑦

国民年金の
被保険者

取組： ①②③
④⑥⑦

厚生年金保険の
被保険者

取組： ①②④
⑥⑦

年金受給者

取組： ①②④
⑥⑦

連携・共有する機関

日本年金機構 / 情報の提供側 情報の受手側

厚生労働省 ⑤
・年金局
・職業安定局
・保険局
・社会・援護局
・地方厚生(支)局

など

地域 ⑤
・地域のコミュニティ（自治会・町内会）
・地元企業
・教育機関（大学・高校・専門学校）
・商業施設・商工会
・地方自治体

など

関係機関/団体 ⑤
・年金（受給者）協会（連合会）
・社会保険協会
・社会保険委員会連合会
・年金委員会
・社会保険労務士会
・健康保険協会各支部/各健康保険組合
・国民年金基金 など

① ポスター、チラシ、リーフレット等
の配布

② 年金制度説明会の実施
③ 年金セミナーの実施
④ 出張年金相談
⑤ 地域年金事業運営調整会議
⑥ 「ねんきん月間」、「年金の日」に
おける各種取組

⑦ 「わたしと年金」エッセイ

地域年金展開事業
～公的年金制度の周知～ 年

金
制
度
の
周
知
・啓
発

連携・
報告

連携・
報告

協力・
連携

情報提供
取組指示

相談
報告

地域のネットワーク / 協力・連携する機関

連携・
共有

事業主

取組： ①②④
⑥⑦

年金委員

① 未適用事業所にかかる取組
② 被保険者の適用にかかる調査
③ 納付督励、免除勧奨にかかる取組
④ 年金給付にかかる取組

各事業部の取組

地
域
年
金
展
開
事
業
の
策
定

各
事
業
の
策
定

各
事
業
の
実
施

等・・



１．地域年金展開事業の概要（2/３）
地域年金展開事業の主な取組

◆公的年金制度の普及・啓発や国民年金保険料収納の向上等のため、関係機関との連携協力のもと『年金制度
説明会』や『年金セミナー』、『出張年金相談』等を実施します。

◆また、日本年金機構が取り組む公的年金制度の普及・啓発活動について、都道府県ごとに関係者や有識者か
らなる『地域年金事業運営調整会議』を開催し、事業推進の意見や助言を伺います。

年金委員を対象とした研修会の開催や、各種冊子・チラシ等、活動に役立つ情報を提供。
年金委員

活動支援事業

公的年金制度の普及・啓発等についての検討や年金事務所が行う事業への意見・助言を
行うため、学識経験者や関係機関等を委員として都道府県単位に設置。

地域年金事業
運営調整会議

・職員が自治体や民間企業、関係団体等に出向き、事務担当者や従業員向けの年金制度
説明会を実施。

・市区役所・町村役場の広報誌や行事等を通じ年金制度や日本年金機構が行う事業の周
知、ポスター・チラシの掲示や設置、配付の依頼等。

地域連携事業

職員が、大学や専門学校、高校等に出向き、学生・生徒向けの年金セミナーを実施。
大学での年金相談や学生納付特例制度の申請窓口の開設や、パンフレットの掲示や設置、
配付の依頼等。

年金セミナー事業

年金事務所から遠方の地域住民や利便性などのニーズに応えるため、市区役所・町村役
場や大規模商業施設、イベント会場等で、出張年金相談や免除申請窓口を開設。

地域相談事業

《本来の取組内容》

３



Ｗｅｂ会議ソフト
（Microsoft Teams）

日本年金機構 ・オンラインによる実施は、受講者側に移
動の負担がないことや、密を避けた研修を
実施できるなど、安心して講義・受講でき
る環境を提供できるメリットがあります。

・日本年金機構内のＰＣと受講者のＰＣや
スマートフォンとで映像や音声を双方向で
やり取りが可能であり低コストかつ効率的
にやり取りできます

外部

用途：外部の方への制度周知等インターネットを使用

１．地域年金展開事業の概要（３/３）
【オンラインを利用した取組】

日本年金機構では、新型コロナウイルス感染症の感染拡大を契機として、来訪・訪問型のビジネ
スモデルから基本的な申請・届出手続きや制度説明会などの受講などがオンライン環境でも可能と
なるようなビジネスモデル（オンラインビジネスモデル）を実現していくこととしており、お客様
に提供するサービスのオンライン化に係る具体的な施策を検討し、順次推進しています。
ついては、地域年金展開事業においても安心して効率的に年金セミナー等を受講していただくた

め、機構のインターネット専用端末（以下「専用端末」という。）を利用してオンラインで行う、
年金セミナー・年金制度説明会・年金委員研修（以下「オンラインセミナー等」という。）を順次
実施しています。

【オンラインセミナー等のイメージ】

非対面型（オンラインセミナー等）

Web会議ソフト（Microsoft Teams)を利用して講師と受講者をオンラインで結び、モニターを通じ
てセミナー等を実施する方法

４



２．令和５年度 事業実施報告（埼玉県全体）
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〇関係機関（団体）との研修会及び制度説明会等の実施

① 地域連携事業

６

（１）各事業の実施報告

◆埼玉県内市区町村

・埼玉県内市区町村国民年金担当者向けに国民年金制度（適用・保険料・給付）の研修を実施しました。

実施拠点 浦和・大宮・熊谷・川越・所沢・春日部・越谷・秩父

開催回数 合計２３回

出席者数 １８５名

研修内容 年金制度説明、国民年金事務及び年金給付、国民年金制度（適用・保険料・給付）、障害年金、

社会保険オンラインシステム、新入職員向け研修

◆埼玉県社会保険労務士会

・埼玉県社会保険労務士会と連携・協力を図り、各種研修を実施しました。

実施拠点 浦和・大宮・熊谷・川越・所沢・春日部・越谷・秩父

開催回数 合計１１回

出席者数 ３８９名

研修内容 電子申請、ねんきんネット利用拡大、算定基礎届事務、短時間労働者の適用拡大

◆埼玉県内法人会

実施拠点 浦和・大宮・熊谷・川越・所沢・春日部・越谷・秩父

開催回数 合計１２回

出席者数 ２３０名

研修内容 老齢年金、在職老齢年金・雇用保険との調整



① 地域連携事業

◆埼玉県社会保険協会

・埼玉県社会保険協会と連携・協力を図り、事業主・総務担当者向けの説明会、事務講習会に県内各

年金事務所からの講師派遣等を実施しました。

実施拠点 大宮・熊谷・川越

開催回数 合計３回

出席者数 ９７名

研修内容 事務手続きについて、厚生年金保険の適用と保険料、年収の壁について

〇関係機関（団体）との研修会及び制度説明会等の実施

◆埼玉県内社会保険委員会

・埼玉県内社会保険委員会と連携を図り、各種説明会の実施や視察研修に参加しました。

実施拠点 浦和・大宮・熊谷・川越・所沢・春日部・越谷・秩父

開催回数 合計２２回

出席者数 ３３３名

研修内容 事務手続きについて、年金制度改正について、ねんきんネットについて等

◆埼玉県内商工会

・商工会主催の新入社員研修会の一環で、年金制度について説明をおこないました。

実施拠点 秩父

開催回数 合計１回

出席者数 ５０名

研修内容 新入社員向け研修

７



① 地域連携事業

〇関係機関（団体）との研修会及び制度説明会等の実施

◆さいたま市社会福祉事業団

実施拠点 大宮

開催回数 合計１回

出席者数 ３５名

研修内容 年金給付（老齢）等

◆埼玉県内雇用促進協議会

実施拠点 秩父

開催回数 合計２回

出席者数 70名

研修内容 ねんきんネット、年金制度の概要

８

◆ちちぶFM

実施拠点 秩父

開催回数 合計２回

研修内容 年金制度の概要



① 地域連携事業

〇新規適用事業所説明会のオンライン開催について

９

【概要】
日本年金機構が推進するオンラインビジネスモデルの具体的な施策の１つとして、
埼玉県内の新規適用事業所あてに埼玉県内年金事務所でオンライン説明会を開催しました。

【説明内容】
健康保険および厚生年金に関する手続きについて、年金給付（在職老齢年金）について、
ねんきんネットについて、年金委員制度について、説明を行いました。

【説明会アンケート・感想】
・マイナポータルとねんきんネットの連携、便利ですね、やってみます。
・オンライン形式の説明会だと気軽に参加できて良いと思います。
・質問の多い部分を主に説明していただいているので参考になります。

【対象事業所】
・埼玉県内において令和５年１月～８月までに新規適用された事業所
⇒令和５年４月、８月、１０月に開催（参加申込事業所数：４１７）

・埼玉県内において令和５年９月～１２月までに新規適用された事業所
⇒令和５年１２月、令和６年２月に開催（参加申込事業所数：２２７）

ご意見



１０

②年金セミナー事業

〇オンラインで実施した制度説明会等実施状況表

① 地域連携事業

令和５年度

事務所名 浦和 大宮 熊谷 川越 所沢 春日部 越谷 秩父 合計

開催件数 8 23 7 4 8 5 5 13 73

【県内年金事務所別実施件数】

事務所名 対象者 活動事例

浦和 事業所、被保険者 新任担当者向け制度・事務手続き説明、国民年金制度説明

大宮
事業所、被保険者

管内市町村

退職者向け制度説明、算定事務講習会、年金給付制度説明、育児休業に係る保険料免除
等に関する説明、事業所調査における指摘事項の多い事例に関する説明、新任担当者向
け制度・事務手続き説明、短時間労働者適用拡大に関する説明会、国民年金制度説明

熊谷 事業所、被保険者 制度・事務手続き説明、国民年金制度説明

川越 事業所、管内市町村 制度・事務手続き説明、国民年金制度説明、年金給付制度説明

所沢 事業所、被保険者 新任担当者向け制度・事務手続き説明、国民年金制度説明

春日部 事業所、被保険者 年金給付制度説明、新任担当者向け制度・事務手続き説明、国民年金制度説明

越谷 事業所、管内市町村
育児休業に係る保険料免除等に関する説明会、事業所調査における指摘事項の多い事例
に関する説明会、新任担当者向け制度・事務手続き説明、国民年金制度説明

秩父 事業所、被保険者
短時間労働者適用拡大に関する説明、電子申請について、ねんきんネットの概要、算定
事務講習会、年金額の改定について、年金給付制度説明、事業所調査における指摘事項
の多い事例に関する説明、国民年金制度説明

【オンラインを利用した制度説明会等事例】
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②年金セミナー事業

年金セミナー実施結果

○年度別年金セミナー実施状況表

事務所

令和４年度 令和５年度

大学・短大 専門学校

高等学校
（特別支援
学校を含
む）

中学校 合計 受講者数 大学・短大 専門学校

高等学校
（特別支援
学校を含
む）

中学校 合計 受講者数

浦和 １ 校 １ 校 ６ 校 ２ 校 １０ 校 ９８９ １ 校 １ 校 ７ 校 １ 校 １０ 校 １，２３０

大宮 ０ 校 １ 校 ５ 校 １ 校 ７ 校 １，１７６ ０ 校 3 校 3 校 ０ 校 ６ 校 ９１１

熊谷 ０ 校 ２ 校 ４ 校 ０ 校 ６ 校 １，１８３ １ 校 １ 校 ３ 校 ０ 校 ５ 校 ４０２

川越 １ 校 １ 校 ４ 校 ０ 校 ６ 校 ４５４ ２ 校 ０ 校 ５ 校 ０ 校 ７ 校 ５１３

所沢 １ 校 １ 校 １ 校 １ 校 ４ 校 ６０５ １ 校 １ 校 ０ 校 ０ 校 ２ 校 ２７４

春日部 １ 校 ０ 校 ３ 校 １ 校 ５ 校 ２５８ ０ 校 ０ 校 ３ 校 ２ 校 ５ 校 ５６６

越谷 ０ 校 １ 校 ５ 校 ０ 校 ６ 校 １，１６９ ０ 校 ０ 校 6 校 ０ 校 6 校 １，３２６

秩父 ０ 校 １ 校 １ 校 ０ 校 ２ 校 ７３ ０ 校 1 校 2 校 ０ 校 3 校 ２７６

合計 ４ 校 ８ 校 ２９ 校 ５ 校 ４６ 校 ５，９０７ ５ 校 ７ 校 ２９ 校 ３ 校 ４４ 校 ５，４９８

※オンラインによる開催も含みます。
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事務所 大学・短大 専門学校 高等学校（特別支援学校等を含む） 中学校

浦和 ・埼玉大学 ・さいたま市立 高等看護学院

・埼玉県立 川口工業高校（定）
・埼玉県立 浦和東高校
・埼玉県立 浦和商業高校
・埼玉県立 浦和高校（定）

・埼玉県立 浦和工業高校
・川口市立高校（定）
・さいたま市立 浦和南高校

・蕨市立 第二中学校

大宮
・東京IT会計法律専門学校大宮校
・大宮歯科衛生士専門学校
・上尾看護専門学校

・埼玉県立 鴻巣高校
・上尾かしの木特別支援学校
・大宮聾学校

熊谷 ・ものつくり大学 ・埼玉県栄養専門学校
・埼玉県立 誠和福祉高等学校
・埼玉県立 進修館高等学校
・埼玉県立 熊谷高等学校

川越
・東邦音楽大学
・東京国際大学

・ふじみ野高等学校
・富士見高等学校
・大妻嵐山高等学校

・埼玉県立 浦和商業高校
・和光特別支援学校

所沢 ・秋草学園短期大学 ・西埼玉中央病院付属看護学校

春日部
・埼玉県立 久喜特別支援学校
・埼玉県立 宮代高等学校
・埼玉県立 浦和商業高校

・杉戸町立 杉戸中学校
・杉戸町立 広島中学校

越谷
・埼玉県立 草加東高等学校
・埼玉県立 三郷高等学校
・埼玉県立 八潮高等学校

・埼玉県立 草加南高等学校
・埼玉県立 草加西高等学校
・埼玉県立 越ケ谷高等学校

秩父 ・秩父看護専門学校
・埼玉県立 秩父農工科学高等学校
・埼玉県立 秩父特別支援学校

〇令和５年度 事務所別年金セミナー実施校

②年金セミナー事業

※オンラインによる開催も含みます。



１３

③ 地域相談事業

〇出張年金相談の実施
事務所 実施場所等 実施日 相談者数 相談内容

浦和 浦和コルソ 令和５年１０月１８日 ６名 老齢・障害・遺族年金等

熊谷 はにぽんプラザ 令和５年１２月８日 ２名 老齢年金制度

川越 鶴ヶ島市市民活動推進センター 令和５年１１月１５日 ３０名 年金相談、納付相談

春日部 久喜市民まつり 令和５年１０月１５日 １４名 年金相談

越谷 越谷市民まつり 令和５年１０月２２日 １０名 年金相談

秩父 秩父宮記念会館 令和５年７月７日 3名 年金受給、年金記録

④ 年金委員活動支援事業

〇年金委員委嘱者数

事務所名

令和４年３月末 令和５年３月末（Ａ） 令和６年３月末（Ｂ） 増減［（Ｂ）－（Ａ）] （単位：人）

職域型 地域型 合計 職域型 地域型 合計 職域型 地域型 合計 職域型 地域型 合計

埼玉県内
年金事務所

浦和 591 31 622 642 35 677 671 33 704 29 -2 27

大宮 458 40 498 491 46 537 512 42 554 21 -4 17

熊谷 459 16 475 481 20 501 506 21 527 25 1 26

川越 444 39 483 484 41 525 503 44 547 19 3 22

所沢 424 14 438 500 16 516 518 15 533 18 -1 17

春日部 400 30 430 417 91 508 425 94 519 8 3 11

越谷 246 12 258 262 69 331 276 72 348 14 3 17

秩父 156 9 165 210 33 243 214 35 249 4 2 6

県内計 3,178 191 3,369 3,487 351 3,838 3625 356 3981 138 5 143

※関東管区行政評価局主催の「合同行政相談」を含みます。



〇年金委員研修

事務所
対象者別開催回数

内容
職域型 地域型

浦和 ６ 12 厚生年金適用・給付を中心とした制度説明、国年・給付の変更点を中心とした制度説明

大宮 １５ ５ 適用関係・年金給付（老齢）等、年金制度改正等

熊谷 ３ ６
算定事務手続き、事業所調査における指摘事項の多い事例及び短時間労働者拡大、事業所調査における指摘事項の多い事例及び
育児休業に係る保険料免除等、国民年金保険料（免除・納付猶予・追納等、熊谷年金事務所事業概況（国民年金）、年金額の改
定通知書等、扶養親族等申告書の簡易な電子申請の開始、源泉徴収票

川越 １２ ６
育児休業に係る保険料免除、事業所調査における指摘事項の多い事例、年金給付制度説明、短時間労働者適用拡大に関する説明、
退職者向け制度説明

所沢 ２ ４
在職老齢年金及び「ねんきんネット」サービス紹介、「模擬年金セミナー」及び「知っておきたい年金のはなし」の説明、国民
年金「学生納付特例制度」について及び対象校への勧奨方法について、「年収の壁」について

春日部 １３ ８
算定基礎届、社会保険の事務手続き、育児休業にかかる保険料免除、事業所調査における指摘事項の多い事例、年金給付制度説
明（老齢）、国民年金保険料の納付方法、オンライン事業所年金情報サービス、年金セミナー模擬実施、年金生活者支援給付金、
社会保険料控除証明、扶養親族等申告書、源泉徴収票

越谷 ２ ５ 年金制度改正、年金制度全般、算定手続き、事業所調査における指摘事項の多い事例、短時間労働者拡大について

秩父 4 4
ねんきんネット、産前産後期間中の保険料免除、老齢年金における繰上下制度、電子申請の概要、年金制度改正の概要、国民年
金保険料免除、障害年金

④ 年金委員活動支援事業
※年金委員連絡会を含む回数としております。

事務所 活動事例

浦和
・シニアライフセミナーの開催（令和5年度4回実施） ・町内会や市の関係施設へ周知用リーフレットを配布。

・専門学校へ年金セミナー、年金制度説明会の開催依頼及び周知用リーフレットを配布 ・専門学校の講師、事務員へ国民年金制度（学特）を中心に説明を行った。

大宮

・町内会や市の関係施設（生涯学習センター、男女共同参画推進センター等）への周知用リーフレット配布。

・専門学校や法人会などへの年金セミナー、年金制度説明会の開催依頼及び周知用リーフレット配布。

・専門学校の学生、教師、事務員等へ講師として国民年金制度（学特）を中心に説明を行った。

川越 ・中央情報専門学校において外国人に対する年金制度説明の講師を地域型年金委員が行った。

所沢 ・「学生納付特例制度パンフレットの設置」について、対象校３校を訪問の上、事務担当職員へ対し、学生納付特例制度の周知とパンフレット設置の協力依頼を行った。

春日部 ・周知用リーフレット、チラシ等の地域の自治会での回覧や、公民館等への設置。 ・管内教育機関へのねんきんセミナーアプローチ活動。

越谷
・市の関係施設へのポスター掲示・リーフレット配布 ・町内会回覧板への周知用チラシの掲載依頼

・年金セミナーにおいて、説明資料やアンケート用紙の配布・回収

秩父 ・地域型年金委員（郵便局長）と連携による周知用リーフレットの設置。（ねんきんネットの普及促進に利用）

〇年金委員活動事例

1４

※埼玉県地域型年金委員研修 令和５年５月３１日 さいたま市民会館おおみやにおいて実施 ※全国年金委員研修 令和5年11月6日 TV会議システム及びMicrosoftteamsを使用し実施



（２）埼玉県全体の取組み

①予約年金相談周知に向けた協力要請

・関東信越国税局と連携し、県内税務署１５ヶ所及び確定申告

会場５ヶ所においてポスターの掲示とリーフレットを設置。

・埼玉県内金融機関と連携して、リーフレットを設置。

②「わたしと年金」エッセイ募集に向けた協力要請

高校生や中学生などの若い世代に対して公的年金制度の役割や必要性を

理解いただくため、埼玉県教育局県立学校部高校教育指導課に協力をいた

だき、県内の公立高等学校へ協力依頼文書が発出されました。また、エッ

セイ募集について会報誌等を活用し、応募数の拡大に向けた取組を行いま

した。

１５

お客様の待ち時間の解消やお客様のニーズを踏まえた年金相談

サービスの充実を図ることを目的として、関係機関に対して協力

要請を行いました。



１６

③電子申請の利用促進に向けた協力要請

社会保険手続きの簡素化及びお客様の利便性を図るため、関係機関と連携し、

電子申請利用促進に向けた協力の要請を行いました。

・関東信越国税局あて、 １５ヶ所及び確定申告会場５ヶ所へ

リーフレット設置の協力を依頼。

・埼玉県社会保険労務士会あて、広報誌「会報」にリーフレット

同封のうえ、配布の協力を依頼。

・埼玉県社会保険協会あて、広報誌「社会保険さいたま」に

記事掲載のうえ、会員事業所への周知を依頼。

④ 年金委員への情報誌の発行

年金委員活動の活性化を図るための活動支援事業の一環として、

四半期に一度、地域型、職域型年金委員向け情報誌を発行し、

県内各年金事務所より年金委員の皆様へ送付いたしました。



⑤埼玉県社会保険協会発行広報誌「社会保険さいたま」、
埼玉県社会保険労務士会「会報」への記事掲載

学校のカリキュラム決定前の３月以前に埼玉県教育局に対して、年金セミナーの実施について協力要請を行

いました。各学校のニーズや要望に応じて、従来の訪問・対面型式のほか、「年金セミナー用動画（DVD）」

の視聴や、Web会議ツール等を活用したオンライン年金セミナーなど非対面型式の年金セミナーの取り組みも

進めています。

⑥ 年金セミナー実施にかかる埼玉県教育局への協力要請

浦和年金事務所において年金制度や日本年金機構の事業についての

記事を作成のうえ、年４回、埼玉県社会保険協会発行広報誌「社会保

険さいたま」や埼玉県社会保険労務士会「会報」へ記事を掲載し周知

広報を行いました。

【周知内容】

オンライン事業所年金情報サービス、社会保険手続きにおける電子

申請について、「ねんきんネット」のサービス紹介、「わたしと年

金」エッセイ募集等

１７



地域型年金委員の組織的活動の更なる活性化のため、また、地域型年金委員の皆さまとの情報共有及び活動支援のため、埼

玉県地域型年金委員連絡会を開催しています。

令和５年度においては、年４回開催。地域型年金委員の皆さまは、管轄の年金事務所に参集のうえ、県内年金事務所をＴＶ

会議システムでつなぎ、埼玉県地域型年金委員連絡会に参加していただきました。連絡会では、日本年金機構からの活動依頼

や支援事項を伝達し、地域型年金委員の皆さまと活動内容について情報共有させていただきました。

地域型年金委員の皆さまの活動については、学生納付特例等の制度周知活動の一環として、地域型年金委員の皆さまに各年

金事務所管轄の専門学校及び各種学校を訪問等いただき、学生納付特例等のリーフレット設置依頼や年金セミナー事業の紹介

を行っていただきました。

また、埼玉県地域型年金委員連絡会終了後、各年金事務所において地区連絡会を開催し、地域型年金委員の皆さまにはそち

らにも参加していただきました。

⑦ 埼玉県地域型年金委員連絡会

活動に使用したリーフレット

1８

学生納付特例
リーフレット

20歳になったら
国民年金

国民年金電子
申請リーフレット

学生納付特例
申請書



⑧「年金セミナーコンテスト」及び「窓口対応コンテスト」開催にかかる協力要請

1９

日本年金機構職員の年金セミナー等の品質及び職員のプレゼンテーションスキルの向上を目的として開催された「北関東・
信越地域年金セミナーコンテスト」及び年金相談窓口対応における接遇及び業務スキルの向上を目的として開催された「窓口
対応コンテスト」本選の出場者を選定するための埼玉県予選会を開催し、下記の方々に審査員としてご参加いただきました。

○「年金セミナーコンテスト」埼玉県予選会

・日時

令和５年１２月１１日 １４時～１７時５分

・審査員（日本年金機構職員以外）

埼玉県社会保険労務士会 副会長、地域年金推進員、

埼玉県年金委員会 理事、関東信越厚生局 年金調整課長、

埼玉県教育局 県立学校部高校教育指導課 指導主事

※関東信越厚生局年金調整課長、地域年金推進員・・・令和６年１月２３日

開催の地域大会にも参加いただきました。

○「窓口対応コンテスト」埼玉県予選会

・日時

令和５年１２月１８日 １１時２０分～１７時

・審査員（日本年金機構職員以外）

埼玉県社会保険委員会連合会 会長、埼玉県年金協会 常務理事、

関東信越厚生局 年金調整課長

※関東信越厚生局年金調整課長・・・令和６年１月２５日開催の地域予選

会にも参加いただきました。

年金セミナーコンテストの様子

窓口対応コンテストの様子



年金委員の方々の多年にわたる活動について、その功績を称え労苦に報いるとともに、政府管掌年金事業の推進及び年金委員会

活動の更なる活性化を目的とし、年金委員功労者表彰を執り行いました。令和５年度は全国健康保険協会埼玉支部による健康保険

委員功労者表彰式も合同で執り行いました。

（３）年金委員・健康保険委員功労者表彰式

○ 日時

令和５年１１月２８日 １４時～１６時

○ 開催場所

ロイヤルパインズホテル浦和

○ 表彰対象

厚生労働大臣表彰 ２名

日本年金機構理事長表彰 ６名

日本年金機構理事表彰 １６名

全国健康保険協会埼玉支部長表彰 １１名

表彰式会場の様子

（４）地域年金事業運営調整会議

○ 日時

令和５年８月２９日 １４時３０分～１６時３０分

○ 開催場所

大宮ソニックシティ 市民ホール

○ 議事

（１） 国民年金保険料の納付状況等について

（２） 令和４年度埼玉県地域年金展開事業の事業実施報告について

（３） 令和５年度埼玉県地域年金展開事業の事業実施計画について

（４） 意見交換
２０

会議の様子



３．令和５年度 事業実施報告（各事務所）

２１



３．令和５年度 事業実施報告（浦和地域代表年金事務所）

２２

年金セミナー事業

地域相談事業

○「一日合同行政相談」における年金相談会を実施

関東管区行政評価局主催 浦和コルソ

○実施実績

R5.10.13 県立川口工業高校定時制

R5.10.17 川口市立高校定時制

R5.12.8 蕨市立第二中学校

R5.12.13  県立浦和東高校

R5.12.21 県立浦和商業高校

（7クラス同時 浦和4クラス）

R6.1.17 県立浦和高校定時制

R6.2.22 埼玉大学

R6.2.5 県立浦和工業高校

(5クラス同時）

R6.3.6 さいたま市立浦和南高校

R6.3.8 さいたま市立高等看護学院

合計 10校 17回 1,230名

○年金制度説明会の実施

・管内各市区国民年金担当者を対象に年金制度説明を実施

・管内法人会が実施する研修会において年金制度説明を実施

・埼玉県社労士会各支部において年金制度説明を実施

・管内新規適用事業所に対して年金制度説明を実施

・管内適用事業所に対して年金制度説明を実施

〇埼玉県年金委員会と協力連携した制度周知及び年金相談会の実施

（年金シニアライフセミナー）



令和５年度 事業実施報告
事業名 実施した事項 実施できなかった事項（理由） 課題・次年度に向けた改善点

地域連携事業

・地域型年金委員の活動
町内会、公民館などのチラシ配布による周知活動を実施した。
・浦和区民まつりへの参加
参加者にチラシ配布による周知活動を実施した。
・児童・園児の絵の展示
近隣の小学校及び幼稚園より協力いただき、年間を通してお
客様相談室待合に児童、園児の絵を展示した。父兄や学校関
係者に年金事務所を身近に感じていただくとともに、相談の
お客様の癒しの効果もあり、好評をいただいた。
・管内社会保険委員会と連携を図り、各種説明会の実施や視
察研修に参加した。

― ―

年金セミナー事業

・セミナー実施状況
大学・・・1校 (1回）
高校・・・7校（14回、9クラス同時実施。2回は学校
設備のオンラインでの実施）
中学・・・1校
専門学校・・・1校

・講師育成
所内PTで、予行練習を重ね、講師育成に努めた。

―
・非対面によるセミナー実施の積極的な
説明。
・学校とのつながりを深めながら、年金
セミナーの安定的な実施を図る。

地域年金推進員
委嘱事業

・訪問によるセミナーアプローチ
訪問して、年金セミナー開催依頼を32校に対し行ない、う
ち8校がセミナーを実施した。

―
・非対面型で開催を推し進めることが課
題となる。

地域相談事業

・関東管区行政強化局主催の一日合同行政相談へ参加（１
回）。
・令和5年7月より浦和、川口でのハローワークでの説明会
を再開した。

― ―

年金委員活動
支援事業

・連絡会の場で、地域型年金委員と情報提供及び意見交換を
行った。
・県内の新規地域型年金委員を対象に、年金委員オリエン
テーションをリモートで実施した。
・「かけはし」の送付による情報提供を行った。
・「年金委員通信」職域型、地域型を四半期に一度、管轄の
年金委員に送付を行った。

―
・年4回の埼玉県地域型年金委員連絡会
および各月の年金委員地区連絡会を確実
に実施し、地域型年金委員の活動の活性
化を図る。

浦和

２３



３．令和５年度 事業実施報告（大宮年金事務所）

年金セミナー事業

地域連携事業

２４

○企業等で年金制度説明会を開催

〇管内法人会が実施する研修会において年金制度説明会を開催
・令和５年１０月２７日 上尾法人会(上尾市文化センター） 参加者 ３０名
・令和５年１１月 ２日 大宮法人会(大宮ソニックシティ） 参加者 ４０名

〇各種団体の研修会への講師派遣
・令和６年 ３月２７日 埼玉県社会保険協会主催事務説明会 参加者 ４６名

〇定年予定者を中心とした年金制度説明会を開催
・令和６年 １月３１日 さいたま市社会福祉事業団 参加者 ３５名

〇管内適用事業所、市町村等を対象にオンライン年金制度説明会の開始
・令和５年５月２４日～ オンライン説明会 合計２１回 参加者 ４８３名

○教育機関で年金セミナーを開催

〇対面及び非対面(オンライン)により実施
専門学校 令和５年１１月２９日 東京ＩＴ会計公務員専門学校大宮校 外２校 計 １６５名
高等学校 令和５年１２月２０日 鴻巣高等学校 計 ６４６名
支援学校 令和５年１１月２０日 上尾かしの木特別支援学校 外１校 計 １００名



事業名 実施した事項 実施できなかった事項（理由） 課題・次年度に向けた改善点

地域連携事業

・管内１０市町に「かけはし」を送付し、年金制度
の周知を依頼した。
・管内法人会主催の研修会において、制度説明を実
施した。２回／年。
・管内社労士会支部において、制度説明を実施した。
１回／年。
・管内市町職員に対して、研修会を実施した。２回
／年。
・管内社会保険委員会と連携を図り、各種説明会の
実施や視察研修に参加した。

―
・市区町村及び関係団体へ計画的に実
施することができたと思慮している。
今後については、内容の充実を図りな
がら計画的に実施していく。

年金セミナー事業
・高校、専門学校など各教育機関で対面型セミナー
を計６校で実施することができた。

―
・関係が築けた教育機関へ今後の継続
を図りつつ、新規実施となる教育機関
の拡大を図る。

地域年金推進員
委嘱事業

・実施無し。 ―
・地域年金推進員との連携を密にし、
各教育機関へ効果的なアプローチを実
施していく。

地域相談事業

・管内ハローワークについては、対面型の制度説明
の再開には至らなかった。
・地域での公的年金制度の普及に関して、地域型年
金委員が積極的に取り組んでいただいたことにより、
数多くの取り組みが委員活動結果報告書で確認でき
た。

―
・今後においても管内ハローワークで
の制度説明については、再開の依頼を
継続していく。

年金委員活動
支援事業

・地域型年金委員連絡会を定期的に開催し、取り組
みについての活動結果報告、今後の活動方針、研修
などを実施した。このことにより、年金委員の知識
向上及び委員活動の活性化を図ることができた。６
回／年。
・職域型年金委員へ非対面型(オンライン)の年金制
度説明会を計画的に実施して、年金委員の知識向上
及び委員活動の活性化を図ることができた。１９回
／年。

― ・計画的に実施しており、今後におい
ても同様に継続していく。

大宮令和５年度 事業実施報告

２５



３．令和５年度 事業実施報告（熊谷年金事務所）

２６

地域連携事業

○年金制度説明会の開催

・埼玉県内新規適用事業所のオンライン説明会へ職員を講師

派遣

・国民年金事務研究会の開催

（令和５年１１月、令和６年３月）

・埼玉県社会保険労務士会の管内各支部の研修会において

制度説明を実施（令和５年６月）

・管内法人会が実施する研修会において年金制度説明を実施

（令和６年１月、令和６年３月）

年金セミナー事業

○年金セミナーの開催

地域相談事業

・一日合同行政相談所において年金相談会を実施

（令和５年１２月）

関東管区行政評価局主催 はにぽんプラザ（本庄市）

セミナー開催日 学校名 参加人数

令和５年 ５月 ２日 ものつくり大学 １４名

令和５年１０月 １０日 埼玉県栄養専門学校 ５５名

令和５年１１月１６日 埼玉県立誠和福祉高等学校 ７８名

令和５年１２月 １日 埼玉県立進修館高等学校 ２３２名

令和５年１２月１９日 埼玉県立熊谷高等学校 ２３名

（令和５年度 ５回 実施）



事業名 実施した事項 実施できなかった事項（理由） 課題・次年度に向けた改善点

地域連携事業

・管内１０市町に「かけはし」を送付し、年金
制度の周知を依頼した。
・管内法人会主催の研修会において、制度説明
を実施した。
・管内社労士会支部において、制度説明を実施
した。
・管内市町職員に対して、研修会を実施した。
・埼玉県社会保険協会主催事務説明会に講師派
遣をした。
・管内社会保険委員会と連携を図り、各種説明
会を実施した。

― ―

年金セミナー事業
・年金セミナーについて、対面で５件実施した。
（高等学校３校、専門学校１校、大学１校）

・Web会議サービス等を使用した非
対面で実施することができなかった。

・Web会議サービス等を使用した非対面に
よる実施が行えるかが課題。

地域年金推進員
委嘱事業

・セミナー開催及び教育機関へのアプローチ等
について打合わせを実施した。なお、地域年金
推進員による学校等に出向いての対面による活
動を主として行った。

― ・上期において複数回実施することが出来
るかが課題。

地域相談事業

・ハローワーク（熊谷、行田、本庄）に年金制
度（国民年金保険料免除制度）のチラシの設置
を依頼した。
・一日合同行政相談所において年金相談を実施
した。

・ハローワークでの説明会は行えず、
資料設置のみとなった。

・ハローワークでの説明会が行えるかが課
題。

年金委員活動
支援事業

・職域型年金委員並びに地域型年金委員ともに、
定期的な情報提供の取組として情報誌を送付し
た。
・職域型年金委員においては、会議等を活用し、
年金制度等の研修を実施した。
・地域型年金委員においては、連絡会を６回開
催し、制度説明や事業の現状について説明を実
施した。

―
・年金委員への研修等を計画的に実施する
ことが出来るかが課題。

熊谷令和５年度 事業実施報告

２７



３．令和５年度 事業実施報告（川越年金事務所）

２８

年金セミナー事業

【対面型年金セミナー】
令和5年9月27日（水） 参加者1年生45名
東邦音楽大学において対面型の年金セミナーを実施しまし
た。

令和5年11月8日（水） 参加者 外国人13名
東京国際大学において対面型の年金セミナーを実施しました。

地域連携事業

【令和5年11月15日（水）：複合商業施設「ワカ
バウォーク」における年金相談】

・鶴ヶ島市役所と連携をとり、「ワカバウォーク」内の
鶴ヶ島市市民活動推進センターに３ブースの相談窓口を設
置して実施しました。

・鶴ヶ島市において事前周知としてホームページの掲載や
SNSでの呼びかけを行っていただきました。

・相談件数 国民年金関係4件、年金給付関係26件

＜その他＞
・和光特別支援学校の保護者に対して障害年金の制度説明を行いました。
・川越法人会、東松山法人会等に老齢年金のしくみ、在職老齢年金、年金と雇用の調整等の制度説明を行いました。
・管内事業所や市町職員に対してオンラインによる年金制度説明を行いました。

令和5年12月14日（木） 参加者3年生160名
富士見高等学校において対面型の年金セミナーを実施しまし
た。

令和5年11月9日（木） 参加者3年生180名
ふじみ野高等学校において対面型の年金セミナーを実施しま
した。

令和6年2月19日（月） 参加者3年生115名
大妻嵐山高等学校において対面型の年金セミナーを実施しま
した。



事業名 実施した事項 実施できなかった事項（理由） 課題・次年度に向けた改善点

地域連携事業

・社会保険労務士会（川越支部・あさか支部）に対して
それぞれ年金制度説明会を実施した。
・年金協会と協賛し、法人会に対して年金制度説明会を
実施した。
・管内19市町に「かけはし」を発行月に送付した。
・管内の市町国民年金担当者に対してオンラインによる
年金制度説明を実施した。
・管内の市町国民年金担当者に対して対面による研修を
実施した。
・管内事業所に対してオンラインによる年金制度説明会
を実施した。
・埼玉県社会保険協会主催事務説明会に講師派遣をした。
・管内社会保険委員会と連携を図り、各種説明会を実施
した。

― ―

年金セミナー事業
・年金セミナーは対面で7件実施した。
（大学2校、高校4校、特別支援学校1校）

・オンライン等非対面での年金セミナーを実
施予定であったが学校教育機関へのアピール
不足により実施できなかった。

・年金推進員と連携した年金セミナー実施校
の拡大。

地域年金推進員
委嘱事業

・地域年金推進員の委嘱1名。
・地域年金推進員による年金セミナー実施に向けた学校
へのアプローチ。

・校長会等での年金セミナーのアピールを実
施予定であったが地域年金推進員の委嘱が年
度当初にできなかったので校長会等へも出席
できなかった。

・地域年金推進員の変更があった場合の年度
当初の活動が課題。

地域相談事業

・ハローワーク（川越、東松山、朝霞）に年金制度のチ
ラシ（国民年金免除制度）を設置していただくとともに
機構職員による説明を週1回実施した。
・鶴ヶ島市市民活動推進センターで年金相談を実施した。

― ―

年金委員活動
支援事業

・職域型、地域型年金委員への情報提供。「かけはし」
や「年金委員通信」を発行月に送付した。
・オンラインによる職域型年金委員研修会を年11回、体
面による研修会を1回開催した。
・四半期に１回埼玉県地域型年金委員連絡会に合わせて
地区連絡会を開催した。
・11月に全国年金委員研修と合わせて地区連絡会を開催
した。
・地域型年金委員の方に専門学校にチラシの設置及びセ
ミナーの実施に向けたアプローチを協力依頼した。結果
として1校、6年度年金セミナーを実施することとなった。

― ―

川越令和５年度 事業実施報告

２９



３．令和５年度 事業実施報告（所沢年金事務所）

３０

地域連携事業

○年金制度説明会の開催
令和６年１月、２月

所沢社会保険委員会各支部 計３５名

令和５年１２月

所沢法人会 ２５名

令和５年６月、９月、１１月、令和６年２月

市町村事務研究会 計３５名

○「知っておきたい年金のはなし」掲示

令和５年１１月より

年金月間の取組みとして、年金制度周知を

目的に年金事務所待合に世界の年金制度

や公的年金制度の歩み等を掲示し、その後

通年の取組みとした。

地域相談事業

令和５年１１月

国民年金保険料納付相談会

令和５年１１月

管内２校でパンフレット配布等

年金セミナー事業

○年金セミナーの開催

セミナー開催日 学校名 人数

令和５年１２月１８日

令和６年１月２４日

・西埼玉中央病院付属看
護学校（１クラス）
・秋草学園短期大学（昼
間部）（夜間部）

４３名

２３１名



事業名 実施した事項 実施できなかった事項（理由） 課題・次年度に向けた改善点

地域連携事業

・管内市町村職員に対して研修を実施した。
・管内法人会主催の研修会において、在職老齢年金制
度等について研修を実施した。
・管内社労士会を対象に電子申請の説明会を実施した。
・管内社会保険委員会に対し年金制度説明会を実施し
た。
・新規適用事業所に対し社会保険関係の手続きについ
て説明会を実施した。
・ハローワークでに説明会を毎週実施した。
・三芳町からの依頼により「障がい児とその家族のた
めの情報交換会」への講師派遣。

－ －

年金セミナー事業
・西埼玉中央病院付属看護学校（1クラス）。
・秋草学園短期大学（昼間部・夜間部）。

－

・対象となる学校への継続した勧奨（電話・文
書）が必要。
・実施校の拡大。
・地域型年金委員と連携した勧奨の実施。

地域年金推進員
委嘱事業

実施なし。 － ・アプローチ強化のため、連携を密にする。

地域相談事業

・11月のねんきん月間において、国民年金保険料納付
相談会を実施した。
・管内２校におけるパンフレット配布と説明会を実施
した。

－

・学校や地域の催事等においての年金制度の周
知が必要。
・学校等の敷地内において学生納付特例制度の
周知活動を実施することを検討する。

年金委員活動
支援事業

・地域型年金委員連絡会において、学生納付特例制度
の研修会を実施し、対象校への学特パンフレット設置
依頼等の活動を支援した。
・職域型年金委員研修会を社会保険委員会と連携し、
オンライン説明会を併用して行った。

－
・引き続き制度説明等の情報提供を実施する。
・オンラインによる制度説明会を有効的に活用
する。

所沢令和５年度 事業実施報告

３１



３．令和５年度 事業実施報告（春日部年金事務所）

３２

地域連携事業

〇関係団体での「年金制度説明会」「研修会」を実施

令和５年５月
職域型年金委員年金制度説明会（オンライン）

令和５年６月
社会保険労務士会春日部支部への年金制度説明会
春日部法人会年金制度研修会
春日部社会保険委員会年金制度研修会

令和５年７月
春日部社会保険委員会岩槻支部年金制度研修会
春日部社会保険委員会春日部支部年金制度研修会

令和５年８月
職域型年金委員オンライン研修

令和５年１０月
職域型年金委員オンライン研修
職域型年金委員年金制度説明会（オンライン）

令和５年１１月
職域型年金委員オンライン研修
職域型年金委員年金制度説明会（オンライン）

令和６年１月
職域型年金委員オンライン研修

令和６年２月
春日部社会保険委員会年金制度研修会

その他
・地域型年金委員へのチラシ、リーフレットの定期的送付を
行い、地域型年金委員による地域での回覧や設置、ポス
ター貼付の実施

年金セミナー事業

〇教育機関への「年金制度説明会」「年金セミナー」の開催

令和５年 ７月 埼玉県立久喜特別支援学校

１０月 埼玉県立宮代高等学校

１２月 埼玉県立浦和商業高等学校

令和６年 ２月 杉戸町立杉戸中学校

３月 杉戸町立広島中学校

地 域 相 談 事 業

〇「久喜市民まつり」での出張年金相談の実施

社会保険労務士会と連携し、まつり会場での年金広報チラシ

等の配付を行うとともに、１４名の相談対応を行った。

年金委員活動支援事業

〇地域型年金委員地区連絡会での研修の実施

４月、６月、９月、１１月、２月



事業名 実施した事項 実施できなかった事項（理由） 課題・次年度に向けた改善点

地域連携事業

・市区町職員との事務研究会を上期下期各１回実施、事
務研究会以外の研修を上期下期各１回実施。
・杉戸町役場と連携し、町役場管内の２校の中学校を対
象に年金セミナーを実施。

― ―

年金セミナー事業
・地域型年金委員の活動も含めたアプローチ活動実施。
・春日部市教育委員会へ年金セミナーについてのアプ
ローチを実施。

・地域年金推進員の活用ができ
なかった。
・地域型年金委員による特別支
援学校へのアプローチを行った
が、当年度での制度説明会には
至らなかった。
・教育委員会から管内の教育機
関への働きかけはできないとの
反応。

・特別支援学校は次年度での開催検討との手応えを得
ており、令和６年度の開催予定に繋がる見込み。
・高校へのアプローチに地域年金推進員の協力も求め
たい。

地域年金推進員
委嘱事業

―

・年金セミナーについて管内の
教育機関へのアンケートを実施
したに留まり、地域年金推進員
を活用したアプローチに至らな
かった。

・高校へのアプローチに地域年金推進員の協力も求め
たい。

地域相談事業

・久喜市民まつりにおいて、社会保険労務士会春日部支
部と連携し、まつり会場での年金広報チラシやリーフ
レットの配布を行うとともに、年金相談会を実施。
・ハローワークでの研修に毎週２回講師として職員を派
遣し、国民年金制度の説明を行った。

―

・チラシ、リーフレットを前年度の300枚から500枚
に増やして持参。悪天候ではあったが、全種類配付完
了。
・悪天候のためチラシ（紙）をそのまま配付すること
が困難となり、急遽透明袋に入れて配付を行った。

年金委員活動
支援事業

・地域型年金委員連絡会を定期実施。
・職域型年金委員への情報誌等の定期送付の他、年金制
度研修会を定期的に実施。

― ―

春日部令和５年度 事業実施報告
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３．令和５年度 事業実施報告（越谷年金事務所）

３４

○関係機関において、年金制度説明会を実施 （５団体１０回実施）

令和5年 6月 1日 埼玉県社労士会越谷支部業務研修会において、「算定基礎届について」を実施。（35名出席）
令和5年 6月15日 越谷社会保険委員会総会において、「制度改正内容について」を実施。（21名出席）
令和5年10月13日 越谷法人会主催の研修会において、「在職老齢年金について」を実施。（11名出席）

令和5年11月29日 越谷管内の職域型年金委員に対してオンライン説明会を実施。（25名出席）

地域連携事業

○教育機関での年金セミナーの開催年金セミナー事業

開催日 学校名（学年） 実施形式 受講者数

令和5年11月24日 埼玉県立草加東 高等学校 （3年生 5クラス） 対面型 305名

令和5年12月15日 埼玉県立三郷 高等学校 （3年生 5クラス） 対面型 148名

令和6年 1月11日 埼玉県立八潮 高等学校 （3年生 4クラス） 対面型 118名

令和6年 1月15日 埼玉県立草加南 高等学校 （3年生 7クラス） 対面型 180名

令和6年 1月18日 埼玉県立草加西 高等学校 （3年生 6クラス） 対面型 225名

令和6年 2月16日 埼玉県立越ケ谷 高等学校 （2年生 9クラス） 対面型 350名

○商業施設等で年金相談会やチラシの配布を実施

令和5年10月22日 越谷市民まつりにおいて、年金相談やねんきんネットチラシを配布。

○定期的に年金委員連絡会を開催年金委員活動支援事業

令和5年 4月26日 地域型年金委員地区連絡会を開催。（5名参加）
令和5年 6月29日 地域型年金委員地区連絡会を開催。（46名参加）
令和5年 9月 7日 地域型年金委員地区連絡会を開催。（63名参加）
令和5年12月19日 地域型年金委員地区連絡会を開催。（62名参加）

令和6年 2月21日 地域型年金委員地区連絡会を開催。（62名参加）

地域相談事業



事業名 実施した事項 実施できなかった事項（理由） 課題・次年度に向けた改善点

地域連携事業

・管内５市役所に対する、情報誌「かけは
し」の送付。
・関係機関に対する、「わたしと年金」エッ
セイ、「ねんきん月間」・「年金の日」にか
かるポスター等の配付。
・関係機関と連携した「年金制度説明会」の
実施。

― ―

年金セミナー事業

・管内すべての高校へ年金セミナー用動画
（DVD）を提供し、年金セミナー開催要請。
・年金セミナーＰＴを立ち上げ、非対面型
（Web会議ツール）に対応できる講師育成。

―

・非対面型（Web会議ツール）オン
ラインセミナーを実施予定であった
が、希望がなかったため実施できな
かった。

地域年金推進員
委嘱事業

実施予定なし。 実施予定なし。 ―

地域相談事業
・関係機関と連携し、一日合同行政相談所に
おいて年金相談を実施。

― ―

年金委員活動
支援事業

・職域型、地域型年金委員に対して、「年金
委員通信」北関東・信越地域版を年4回（2
月・5月・8月・11月）送付。
・地域型年金委員の地区連絡会を開催し、制
度改正等にかかる研修を実施。
・被保険者50人以上の年金委員未設置事業所
へ対して、文書による職域型年金委員の委嘱
拡勧奨を実施。

― ―

越谷令和５年度 事業実施報告
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３．令和５年度 事業実施報告（秩父年金事務所）

３６

地域連携事業

○関係団体と連携した年金制度研修会を実施。
・R5. 4.14 皆野・長瀞町商工会 新社会人研修会（テーマ：年金制度の概要）
・R5. 5.19 埼玉県社労士会秩父支部 研修会 （テーマ：電子申請の取組状況）
・R5. 6.24 シニア活動支援セミナー （主催：秩父雇用促進協議会）
・R5. 8.10   ちちぶFM（人生いきいき生き合うラジオ）出演。年金制度概要を説明
・R5. 9.13 埼玉県社労士会秩父支部 研修会 （テーマ：電子申請の取組状況）
・R5.12.21 ちちぶFM（人生いきいき生き合うラジオ）出演。年金制度概要を説明
・R6. 2.14 秩父法人会 年金制度説明会 （テーマ：在職老齢年金）

○地域型年金委員（郵便局長）と連携し、郵便局窓口に「ねんきんネット」リーフレットを設置。

年金セミナー事業

○管内の高等学校、専門学校で年金セミナーを実施。

・Ｒ5. 4.21   秩父看護専門学校

・Ｒ5.11.10 埼玉県立秩父農工科学高等学校

・Ｒ6. 2.26 埼玉県立秩父特別支援学校

地域相談事業

○「合同行政相談」で年金相談を実施

・Ｒ5.7.7 秩父宮記念市民会館



事業名 実施した事項 実施できなかった事項（理由） 課題・次年度に向けた改善点

地域連携事業

・市町村職員向け研修の実施。
・関係団体と連携した研修会等の実施。
・管内社会保険委員会と連携を図り、各種説明
会の実施や視察研修に参加。

― ―

年金セミナー事業
・管内教育機関に対する年金セミナーの実施。
・20歳向け国民年金オンライン説明会の実施。

―
・セミナーＰＴ早期立ち上げ。
・関係機関との早期スケジュール
調整。

地域年金推進員
委嘱事業

実施予定なし。 ― ―

地域相談事業 ・行政機関との連携による行政相談会への参加。 ― ―

年金委員活動
支援事業

・職域型年金委員向け研修会の実施。
・地域型年金委員に対する情報提供、地区連絡
会の開催。
・職域型年金委員・地域型年金委員の新規委嘱
勧奨の実施。

―
・より多く参加していただくため
の工夫。

秩父令和５年度 事業実施報告
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４．令和６年度 事業実施計画（各事務所）
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浦和

事業名 取組内容 具体的な活動（目標数値・内容）

地域連携事業

・地域型年金委員への情報提供と連絡会の充実を図り、
年金委員活動を支援する。
・児童、園児の絵の展示について、学校及び幼稚園へ
協力を要請する。
・各関係機関へ年金事務所の各取組について情報提供
を行い、地域年金展開事業の協力連携の強化を図る。
・公的年金制度の普及・啓発活動の一環として、「浦
和区民まつり」に参加する。

・地域型年金委員活動支援のため、埼玉県年金委員連絡会の定期的開催と月
1回の地区連絡会を開催する。
・地区連絡会での研修内容を充実させる。
・絵の展示ともに、児童へのお礼の手紙の作成をすることで、自分の絵が地
域に役立っていることの実感と学校や父兄への繋がりを強めていく。
・自治体や関係機関への情報提供や訪問等による協力連携依頼により、関係
強化を図る。
・広報チラシの配布と年金相談会を実施する。

年金セミナー事業
・各教育機関のニーズに応じた対面型・非対面型の開
催の提案を行い、セミナー講師の育成を強化し、年金
セミナーの充実を図る。

・地域年金推進員との同行訪問と事後フォローにより、対面型、非対面型の
各種セミナーの開催を積極的に推進し、年金セミナー開催の拡充を図る。
・地域年金推進員の助言により、講師のスキルの向上を図る。

地域年金推進員
委嘱事業

・地域年金推進員との連携を密にし、各教育機関へ効
果的なアプローチを実施し、年金セミナー事業の拡充
を図る。

・地域年金推進員との同行訪問と事後フォローにより、対面型、非対面型の
各種セミナーの開催を積極的に推進し、年金セミナー開催の拡充を図る。
・地域年金推進員の助言により、講師のスキルの向上を図る。

地域相談事業 ・関係機関への推進により、地域相談事業を強化する。
・ハローワークや大学へのきめ細かな推進により、地域相談事業の拡大を図
る。

年金委員活動
支援事業

・新規委嘱の地域型年金委員への早期の研修を実施し、
年金委員の具体的な活動方法の支援を行う。
・年金委員へ制度改正や具体的な活動に必要な情報提
供を定期的に行い、活動しやすい環境づくりを進める。

・地域型年金委員連絡会を活用し、新規委員へのオリエンテーションと研修
会を実施し、年金委員間の情報共有を図ることにより、具体的活動方法を支
援する。

３９



事業名 取組内容 具体的な活動（目標数値・内容）

地域連携事業

・国民年金制度全般（保険料免除制度等）について
地域連携事業（年金制度説明会等）で、周知活動の
展開を図ることとする。
・若年層から中高齢層まで幅広く年金制度の理解及
び知識を向上させるため、事業所へ社会保険事務担
当者を対象とした年金制度説明会を実施する。

・管内市町への周知
市町国民年金事務担当者研修会において、各種の国民年金保険料免除制度

にかかる周知を実施し、協力を要請する。また、管内市区町に「かけはし」
を年６回送付し制度周知を実施する。
・事業所における年金制度説明会の開催
職域型年金委員と連携し、制度説明会の開催協力を依頼し実施する
年金制度説明会については、オンライン制度説明会、集合型制度説明会な

どを計画的に実施し、参加人数の拡大を図っていく。

年金セミナー事業

・管内教育機関への実施数拡大を図り、教育機関等
のニーズに対応する質的な充実に配慮した取組を行
う。
・年金セミナーの実施にあたり、地域年金推進員の
協力も含めた効果的なアプローチを進める。

・年金セミナーにかかるアプローチの実施
管内の大学、高等学校、特別支援学校、専門学校に電話・文書による開催

依頼を行い実施校の拡大を図るとともに、地域型年金委員と協力し各種専門
学校への訪問によるセミナー開催依頼を行う。開催には、対面型及び非対面
型(オンライン)により教育機関の実施しやすいように多様な方式があることを
広報して積極的に進める。また、若手職員を年金セミナー講師として積極的
に養成していく。

地域年金推進員
委嘱事業

・地域年金推進員の委嘱拡大及び活動日数の向上を
図ることにより、年金制度全般について制度周知を
進める。

・地域年金推進員による教育機関へのアプローチの方法、対象校や実施方法、
案内頻度など打合せを行い、効果的かつ継続的な勧奨を実施し開催数の増加
を目指す。

地域相談事業
・地域連携事業（年金制度説明会）と併せて各所に
おいて、年金相談事業を開催し、国民年金保険料の
納付率向上に繋げる。

・ハローワークにおける雇用保険受給者説明会での年金制度説明
（再開についてハローワークが了承した場合）ハローワークに対し、年金制
度説明開催への協力を依頼し説明会を実施する。
・地域における年金相談会の開催
関係団体等からの依頼及び広報活動等により開催数の拡大を図っていく。

・教育機関内における出張年金相談
教育機関内でのセミナーと併せて、年金相談窓口を開設し、学生特例等の

受付窓口を開設する。

年金委員活動
支援事業

・年金委員に対する定期的、継続的な情報提供を行
うため、年間カレンダーを基に機構ホームページ
『年金委員通信』を活用した情報提供により、年金
委員の知識の向上及び活動機会の増加につなげる。

・地域型年金委員連絡会の開催
定期的に地域型年金委員連絡会を開催し、年金委員年間活動計画（年間カ

レンダー）に基づく制度説明及び年金制度にかかる研修を行うとともに、定
期的に資料の配付による情報提供を実施する。
・職域型年金委員への情報提供
職域型年金委員に対して、定期的に対面、非対面(オンライン)型の研修会等

を実施する。また、郵送による資料配布を行う。

大宮
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熊谷

事業名 取組内容 具体的な活動（目標数値・内容）

地域連携事業
・正しい年金制度の知識や手続き、制度改正等に
関する周知活動の展開を図る。

【市町】
・市町事務研修会において、国民年金・年金給付制度について説明を
行う。
・周知チラシの設置及び記事掲載を依頼する。

【社会保険委員会】
・会議等で周知チラシを配付し、制度周知を依頼する。

年金セミナー事業

・管内の教育機関へ実施数拡大を目指し、地域年
金推進員の効果的なアプローチを実施する。
・年金セミナーの実施にあたっては、受講者に年
齢の近い若手職員による講師対応により、機構職
員の養成機会として、人材育成にも配慮した取組
を行う。

・年金セミナーＰＴを主体に地域年金推進員と連携して、年金セミ
ナーのアプローチ及び開催を行う。なお、アプローチは、 原則、電
話・文書により実施する。
・年金セミナーの開催については、機構職員等が教育機関を訪問し対
面で実施する方法又はWeb会議サービス等を使用した非対面で実施す
る方法とする。

地域年金推進員
委嘱事業

・地域年金推進員の活動日数の向上を図り、年金
セミナーの開催数の増加に繋げる。

・地域年金推進員による教育機関へのアプローチの方法、対象校や実
施方法、案内頻度など打合せを行い、効果的かつ継続的な勧奨を実施
し開催数の増加を目指す。

地域相談事業
・年金制度の周知等を行い、国民年金保険料の納
付率向上に繋げる。

・ハローワーク（熊谷、行田、本庄）に年金制度周知用チラシ（設置
など）により制度周知を図る。また、地域で開催されるイベント等に
参加して年金制度周知用チラシの配布等を行う。

年金委員活動
支援事業

・年金委員に対する定期的、継続的な情報提供に
より、年金委員の知識の向上及び活動機会の増加
に繋げる。

・職域型年金委員に対しては、情報誌等を配布し年金委員の知識向上
を図る。また、制度説明会を開催する。
・地域型年金委員に対しては、情報誌を送付し情報提供を行う。また、
連絡会を開催する。
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川越

事業名 取組内容 具体的な活動（目標数値・内容）

地域連携事業

・年金制度の理解及び知識を向上させるため、
制度改正等の情報等について市町、事業所、
関係機関及び関係団体において年金制度説明
を実施する。

・管内市町の担当者に対して年金制度を説明する（２か月に１回）。
・管内市町との事務研究会において年金制度を説明する。
・管内社会保険労務士会に対して年金制度説明会を実施する。
・年金協会と連携し、管内法人会主催の年金制度説明会に講師派遣を行
う。
・管内事業所担当者等に対して年金制度説明を行う。

年金セミナー事業
・管内の教育機関に対して年金セミナーの開
催依頼を行う。

・年金セミナー開催可能な教育機関に対してアプローチを行い、対面型、
非対面型の希望に沿って実施する。
・年金月間に合わせて11月に年金セミナーを行う。

地域年金推進員
委嘱事業

・新規地域年金推進員の委嘱を行う。
・年金推進員の欠員に伴い、浦和地域代表年金事務所と連携し早期に候
補者を選定し、欠員を補う。

地域相談事業 ・納付相談会等を行う。 ・ねんきん月間にあわせて納付相談会を行う。

年金委員活動
支援事業

・職域型、地域型年金委員への情報提供。
・地域型年金委員連絡会の開催。
・職域型、地域型年金委員の委嘱拡大。

・職域型、地域型年金委員へ機関紙等を発行月に送付し、情報提供を行
う。
・埼玉県内地域型年金委員連絡会議に合わせて地区連絡会議を開催する。
四半期に１回程度。
・川越地区地域型年金委員連絡会議を単独で開催する。
・職域型年金委員に対して研修会等を開催する。
・職域型年金委員の委嘱拡大については年金委員が選出されていない事
業所に対して、委嘱勧奨を行う。
・地域型年金委員の委嘱拡大については管内市町に市役所職員のOBや民
生委員等を紹介いただけるようアプローチする。
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所沢

事業名 取組内容 具体的な活動（目標数値・内容）

地域連携事業

・正しい年金制度の知識や手続き、制度改正等の最新情報を周知するため、
関係団体と連携し、年金制度説明会をはじめとする、地域に根付いた情報提
供活動等を実施する。
・ハローワーク雇用保険受給者説明会において国民年金制度周知の実施。

【市町村】
・市町村事務研修会において、国民年金・年金給付制度について説明を行う。
・管内市町村の広報誌への情報掲載依頼を行う。
【事業所】
・年金制度説明会の実施（事業所内での実施、Ｗｅｂ会議サービス等を使用した実
施）。
【他関係機関】
・社会保険委員会や法人会等と連携し、年金制度説明会を実施する。
【ハローワーク】
・ハローワークにおける雇用保険受給者説明会の時間の中で国民年金制度（免除・
猶予手続き）の説明を行う。
・説明用動画（ＤＶＤ）を用いた説明会実施について働きかけを実施する。
【年金事務所】
・年金制度の周知を目的とした「知っておきたい年金のはなし」の待合場所への掲
示及びパンフレットの配置。

年金セミナー事業 ・管内の教育機関へ実施数拡大を目指しアプローチを実施する。また、若手
機構職員の人材育成を考え講師育成を行う。

【アプローチの実施】
・これまでにセミナーを実施している学校及び過去のアプローチ経過を確認し、セ
ミナー開催に前向きな学校を優先的に勧奨を行い、早期にセミナー実施へ結びつけ
る。
・その他の学校についても、文書勧奨、電話勧奨を実施し、年度内の開催、若しく
は次年度以降の定期的な開催へと結びつける。

【セミナーの実施】
・若手機構職員の人材育成を考え講師育成を行う。

地域年金推進員
委嘱事業

・セミナーを実施する学校を拡大のため、学校等へのアプローチの協力依頼
をする。

・セミナー事業拡大のためのご意見を頂き、効果的な勧奨に繋げる。

地域相談事業
・ねんきん月間を中心に年金相談事業を開催し、国民年金保険料の納付率向
上等につなげる。
・学校等の敷地内において学生納付特例制度の周知活動を実施する。

【ねんきん月間】
・11月のねんきん月間において、国民年金保険料納付相談会を実施する。
【学生納付特例制度の周知】
・年金セミナーアプローチや地域型年金委員と連携し、学校敷地内において年金制
度及び学生納付特例制度のパンフレット等を配布し周知を行う。

年金委員活動
支援事業

・年金委員に対する定期的、継続的な情報提供を行うため、連絡会等におい
て年金委員の知識の向上及び活動機会の増加につなげるよう、研修会を実施
する。
・資料については随時配布することにより、新鮮な情報提供を充実させる。

【地域型年金委員連絡会の開催】
・制度説明等の資料の配布による情報提供を随時実施する。

【職域型年金委員連絡会の開催】
・社会保険委員会と連携し、対面型または、オンラインにより開催する。
・制度説明等の資料の配布による情報提供を随時実施する。
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春日部

事業名 取組内容 具体的な活動（目標数値・内容）

地域連携事業
・日本年金機構での取組みや、制度改正内容等を時期に
合わせて情報提供し、制度への理解や広報協力を求める。

【市区町】
・事務研修会を実施し、国民年金や年金給付分野の制度や事務に関する説明を行う。
・「かけはし」の送付。
・チラシやポスター等の設置を依頼。
【地域型年金委員】
・連絡会開催時に研修会を実施し、国民年金や年金給付分野の制度の説明を行う。
・チラシやポスター等を配付し、地域での広報活動を依頼。
【職域型年金委員】
・対面やオンラインでの制度説明会を実施し、社会保険事務担当者向けの事務的な
内容の他、従業員向けの制度広報を依頼。

年金セミナー事業

・管内の教育機関への実施校数拡大のため、教育機関へ
のアプローチを行う。
・受講対象毎にテーマを変え、翌年度も実施したいと
思ってもらえる年金セミナーを実施する。
・講師は若手職員に担当させ､年金セミナーPT全体で講
師としての育成を行い、育成者と講師担当者双方のスキ
ルアップを図る。

・アプローチ方法は文書送付および架電を主とし、訪問も行う。
・大学・専門学校へは国民年金加入や学特に関して、中学・高校へは年金制度全般、
特別支援学校へは保護者向けの障害年金制度について実施する等と対象層別に内容
を変えた年金セミナーを行い、聞き手側に受講のメリットを感じてもらうよう取組
む。
・年金セミナーPTメンバーに年金セミナーや制度説明会は講師だけではなくチーム
で行うものという理解を求め、講師となる職員の育成をPTとして行うとともに、講
師以外の職員も次の機会の講師としてのイメージを具体的に持たせる。

地域年金推進員
委嘱事業

・未実施の教育機関へのアプローチについて協力を求め
る。

・職員がアプローチする教育機関へ同行を依頼する等の協力をしていただくことに
より、実施校数を拡大する。

地域相談事業
・地域での催事に協力し、年金広報や相談を行う。
・ハローワークでの研修に講師として派遣する。

・市民まつりにおいて、社会保険労務士会と協力し、年金相談コーナーを設置して
広報、制度説明ならびに相談対応を行う。
・ハローワークで行われている研修会に講師をして職員を派遣し、国民年金制度の
説明を行い、加入手続きもれ等を防止する。

年金委員活動
支援事業

・年金委員への定期的な情報提供や研修を行い、年金制
度への関心と理解を深めていただくとともに、地域や職
場での広報活動につながるよう促す。

【地域型年金委員】
・チラシ等の他、情報誌や「かけはし」を送付することで日本年金機構の動きを情
報提供する。また、連絡会開催時には研修会を行い、年金制度や各種通知の目的や
内容についての知識向上を図ることで、地域での広報活動を促す。
【職域型年金委員】
・チラシ等の他、情報誌を送付することで日本年金機構の動きを情報提供する。ま
た、対面やオンラインで研修会を実施し、社会保険事務担当者向けの事務的な知識
向上を図る他、従業員向けの制度広報を依頼する。
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越谷

事業名 取組内容 具体的な活動（目標数値・内容）

地域連携事業

・管内５市役所に対する、情報誌の送付。
・関係機関等に対する、「わたしと年金」エッセイ、
「ねんきん月間」・「年金の日」にかかるポスター等
の配付。
・関係機関と連携した「年金制度説明会」の実施。

・管内５市役所に対する、情報誌「かけはし」を毎月送付する。
・関係機関及び地域型・職域型年金委員へ、「わたしと年金」
エッセイ、「ねんきん月間」・「年金の日」にかかるポスター、
チラシを配付し、様々な機会をとらえ広報を依頼する。
・関係機関が実施する会議・研修会等において、積極的に「年
金制度説明会」を実施する。

年金セミナー事業
・管内すべての高校等へ年金セミナー用動画（DVD）
を提供するとともに、年金セミナー開催要請を行う。

・管内すべての大学・高校・中学校へ年金セミナー用動画
（DVD）を提供するとともに、オンラインセミナーの開催要請
を行う。
・年金セミナーＰＴを立ち上げ、非対面型（Web会議ツール）
に対応できる講師を育成し、オンラインセミナーを開催する。

地域年金推進員
委嘱事業

実施予定なし。 実施予定なし。

地域相談事業 ・関係機関と連携し「出張年金相談会」を実施する。
・市区町村・ハローワーク等の関係機関と連携し、「出張年金
相談会」を実施する。

年金委員活動
支援事業

・職域型、地域型年金委員に対して、情報誌等を送付
し年金制度の情報提供を図る。
・地域型年金委員の連絡会を開催する。
・職域型・地域型年金委員の委嘱拡大を図る。

・職域型、地域型年金委員に対して、「年金委員通信」北関
東・信越地域版を年4回（2月・5月・8月・11月）送付し年金
制度の情報提供を図る。
・地域型年金委員の地区連絡会を開催し、制度改正等にかかる
研修を実施する。
・被保険者50人以上の年金委員未設置事業所へ対して、文書に
よる職域型年金委員の委嘱拡勧奨を実施する。
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秩父

事業名 取組内容 具体的な活動（目標数値・内容）

地域連携事業
・市町村職員向け研修の実施。
・関係団体と連携した研修会等の実施。

・管内6市町村への情報誌「かけはし」の送付。。
・オンラインによる市町村職員研修の実施（2回予定）

年金セミナー事業
・管内教育機関に対する年金セミナーの実施。
・20歳向け国民年金オンライン説明会の実施。

・管内２専門学校へのオンラインセミナーの実施。
・セミナーＰＴによる管内５高等学校への年金制度についての周知講
演依頼の実施。
・20歳向け国民年金オンラインセミナーの実施。

地域年金推進員
委嘱事業

実施予定なし。 実施予定なし。

地域相談事業 ・行政機関と連携した行政相談会への参加。
・ハローワークと連携した国民年金制度（免除等）の説明会の実施。
・法人会や社会保険委員と連携した年金制度説明会の実施（随時）。

年金委員活動
支援事業

・職域型年金委員向け研修会の実施。
・地域型年金委員に対する情報提供、地区連絡会
の開催。
・職域型年金委員、地域型年金委員の新規委嘱勧
奨の実施。

・地域型年金委員研修会の実施（随時）。
・地域型年金委員に対し年金制度資料の配付により情報提供の実施。
・職域型年金委員に対しオンラインセミナーを実施（年10回）。
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